













ST確認等に係る様式集


2024年4月版



(注) 様式については、申請及び管理等の便宜に資するために様式を変更することがあります。
最新の様式については、認証機関のWebサイトで公表します。



ST確認申請手続等に関する規程 (STM-01)　12 / 34

	








	（認証機関記入欄）
	受付番号
	
	(2023-06)



STM-01-A 様式1
ST確認申請書

　　　　年　　月　　日
独立行政法人情報処理推進機構
　理事長　齊藤　裕　殿
住所
申請者の名称　　　　　　　　	印
所属、役職
申請責任者　　　　　　　　　	印

ST確認等に関する要求事項に基づき、以下のとおり申請します。

	評価対象の名称：


	バージョン：

	STの名称：


	申請担当者名[footnoteRef:1] (所属)： [1:  申請業務に関し、認証機関との実務を担当する方の氏名及び連絡先を記載してください。] 

連絡先 (〒、住所、Tel、E-mail)：



	評価機関名：
　責任者名：
　連 絡 先：


	開発者名称[footnoteRef:2]： [2:  製品の開発者が申請者と同じ場合も記載してください。ST確認報告書の「開発者」欄に記載されます。] 

　住    所：
　責任者名 (所属) ：
　連 絡 先：


	評価基準、評価方法[footnoteRef:3]：□ CC v3.1R5 (日本語版)、CEM v3.1R5 (日本語版) [3:  使用する評価基準及び評価方法に■を記入してください。CC/CEM以外の参照する評価方法等がある場合はその他に■を記入し、その参照文書名を記載してください。] 

□ CC v3.1R5 (英語版)、  CEM v3.1R5 (英語版)
□ その他 (　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	関連するST確認等[footnoteRef:4] [4:  過去に申請者が申請した案件で、本申請と類似又は特に参考となるものがあれば記載してください。] 

	□有
確認番号 (評価中の場合は受付番号) ：
製品名：
□無

	TOEの概要 (別紙添付も可) ：








	評価対象のIT製品等の概要 (TOEと同じ場合は記載不要。別紙添付可) ：







	ST確認情報の公開[footnoteRef:5] [footnoteRef:6] (いずれかを選択) ： [5:  非公開で申請した情報は、公開への変更 ( 3→2、3→1、1→2) ができませんので、ご注意願います。]  [6:  ST確認申請中に情報公開を希望する場合、2週間前までに「ST確認中の申請案件掲載依頼書」(STM-01-A 様式9) を提出してください。] 

□１ TOEの概要、申請者名、開発者名及び評価機関名 (いずれも連絡先を含む) のみ
　　 公開を希望する。
□２ 上記１の情報の他、ST及びST確認報告書の公開を希望する。
□３ 公開を希望しない。


	法人格を証明できる書類の添付 (いずれかを選択) ：
□　本申請に添付
□　既申請案件で提出済み
申請受付日：　　　年　　月　　日　　受付番号：　　　　　　　　
□　同日申請別案件に添付







機密性２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙５
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(2023-04)
(2023-04)


STM-01-A 様式2
誓　約　書

　IT製品又はシステムのST確認の申請にあたり、以下のとおり誓約します。

１．独立行政法人情報処理推進機構 (以下「機構」という。) が定める「ST確認等に関する要求事項」を遵守します。

２．機構が発行する確認書及びこれに対応するST確認報告書 (以下｢確認書等｣という。)は、これらに記載されたIT製品又はシステムのバージョンのものについてのみ使用し、かつ、確認書に記載の事項を遵守します。

３．機構の行ったST確認に故意又は重過失がない限り、機構には一切の責任を問いません。

４．申請者、開発者又は供給者が上記１から２までの事項を逸脱した場合、ST確認が取消されることがあることを了承します。また、当該ST確認が取消しされた場合、確認書等を速やかに機構に返却します。さらに、当該ST確認が取消しされた旨を速やかに顧客に通知するとともに、当該顧客に対して、そのST確認に係るIT製品若しくはシステムの供給先にもST確認が取消しされた旨の周知をしてもらうよう依頼します。

　　　　年　　月　　日
独立行政法人情報処理推進機構
　理事長　齊藤　裕　殿

住所
申請者の名称　　　　　　　　　　印
所属、役職
申請責任者　　　　　　　　　　　印






(2023-11)
STM-01-A 様式3
評価作業実施計画書

	発行日：　　　　年　　月　　日


	版数：

	受付番号[footnoteRef:7]： [7:  改訂の場合は、受付番号を記載してください。] 


	 評価対象の名称及びバージョン：




 改訂の場合は改訂箇所のみを以下に記入してください。
	 評価機関の名称：
 責任者名：　　　　　　　　　　連絡先：


	 申請者の名称：
 担当者名：　　　　　　　　　　連絡先：


	開発者の名称：
 責任者名：　　　　　　　　　　連絡先：


	 評価作業の実施体制[footnoteRef:8] [8:  評価者が追加された場合、「評価の公平性及び独立性チェックリスト (評価者) 」(STM-01-A 様式4-2) を
提出してください。] 

 評価者名 (リーダ) ：
 評価者名 (メンバー) ：

	評価スケジュール： (評価期間[footnoteRef:9]、確認報告書の提出時期[footnoteRef:10]について記載する。) [9:  評価作業は、評価作業確認通知書に記載する評価実施計画の確認日以降となります。]  [10:  クラス単位で報告書を提出できる場合、わかる範囲でクラスごとの提出時期を記載してください。] 

 ASE評価：
 ADV評価：
 確認報告書提出時期：

	その他： (補足、改訂理由等)



	評価機関承認者：

	申請者承認者：



(2023-11)
STM-01-A 様式4-1
評価の公平性及び独立性チェックリスト (評価機関)

評価機関は、公正でなければならない。当該評価機関は、評価の対象がIT製品又はシステム (以下「IT製品等」という。) の場合にはその開発部門等から、STの場合にはその作成部門等から技術的判断に影響し得る不当な営利的、財務的その他の圧力を受けてはならず、かつ、それを実証しなければならない。また、評価機関は、当該評価機関が行う評価作業に関する判断の独立性及び誠実性に対する信用を傷つけるおそれのある活動に従事してはならない。
上記詳細については、JIS Q 17025 第4.1節を参照されたい。

本チェックリストは、このような評価作業の公平性、判断の独立性及び誠実性を確保するために、評価機関が次の事項に関して問題を有していないことを確認するためのものである。評価機関は、すべての確認事項及び要求事項の確認結果に事実を記載し、評価作業実施計画書に添付する。
・ 本確認事項及び要求事項は、IT製品等の開発部門と申請部門が異なる場合にも適用する。この場合において、｢IT製品等の開発部門｣とあるのは、｢IT製品等の開発部門及び申請部門｣と読み替える。

本チェックリストが対象とする評価対象や関連機関は以下のとおり (該当箇所については「ST確認申請書」 (STM-01-A 様式1) の内容を転記すること)。

	評価対象又はPPの名称及びバージョン
	

	
	

	評価機関の名称
	

	
	

	確認申請者の名称
	

	
	

	開発者の名称
	

	
	





(2020-12)
「ST確認申請書」(STM-02-A 様式1) に記載されている評価機関の責任者は、所属する評価機関の公平性及び独立性を本チェックリストにて証明し、内容に関し責任を負う。


	評価機関の
責任者名
	                    　　記名押印又は署名
	作成日

	
	
	





１．評価機関と、IT製品等の開発部門との関係

該当する確認結果にチェックを入れる。

	 確認事項及び要求事項
	 確認結果

	 【確認事項】
評価機関が属する法人と、IT製品等の開発部門が属する法人とは同一ではないこと※1。
	 
□ 同一法人でない。




※1 評価機関が属する法人が開発した製品の評価は原則できません。このような場合には、評価の公平性及び独立性を実証できる客観的資料とともに申請に先立って認証機関に相談してください。


２．評価活動と、IT製品等の開発部門との関係及び影響

該当する確認結果にチェックを入れ、該当する確認事項については「事実関係に係る要求事項」の確認結果を詳細に記述する。なお、公平性及び独立性の実証については、JIS Q 17025 により、それらを満たす方針や手順の存在と実施証拠の提供が前提となる。



	 確認事項及び要求事項
	 確認結果

	【確認事項】
評価機関は、IT製品等の開発部門及び開発部門の属する法人※2の事業活動に関して、いかなる責任又は義務を有していないこと。
	
 □ 有していない。
□ 有している。(以下に記載)

	【事実関係に係る要求事項】
 (上記責任又は義務を有している場合)
評価の対象となるIT製品等の開発部門及び開発部門の属する法人の事業活動に係る評価機関の責任又は義務が、評価機関の評価に対していかなる影響もあたえない公平性及び独立性を実証できること。
	

	【確認事項】
評価機関は、IT製品等の開発部門及び開発部門の属する法人との間で、財務上の関係を一切持たないこと。
	
 □ 関係を持っていない。
 □ 関係を持っている。(以下に記載)

	【事実関係に係る要求事項】
 (上記関係を持っている場合)
評価に対する対価に係るものを除き、評価機関とIT製品等の開発部門及び開発部門の属する法人との間で、評価活動に関する予算等の財務上の取引は一切存在しないことを実証できること。
	



※2 部門又は機関が属する法人とは、その法人のすべての部門、機関をいう。







３．評価活動と、IT製品等の開発部門への支援作業の関係及び影響

該当する確認結果にチェックを入れ、該当する場合は「事実関係に係る要求事項」の確認結果を詳細に記述する。なお、公平性及び独立性の実証については、JIS Q 17025 により、それらを満たす方針や手順の存在と実施証拠の提供が前提となる。



	 確認事項及び要求事項
	 確認結果

	【確認事項】
評価機関又は評価機関が属する法人が、PP又は評価対象に係るSTや評価用提供物件の作成支援を行っていないこと。
	
 □ 行っていない。
 □ 行っている。(以下に記載)

	【事実関係に係る要求事項】
 (上記支援等を行っている場合) 
PP又はSTや評価用提供物件の作成支援を行っている部門の人員、設備等が、評価作業に影響を与えないことを実証できること。
	

	【確認事項】
評価機関は、PP又は評価対象に係るSTや評価用提供物件の作成支援を行っている部門との間で、評価に関して営利的又は財務的その他の影響を及ぼし得る直接の管理者を共有していないこと。
	
 □ 共有していない。
 □ 共有している。(以下に記載)  

	【事実関係に係る要求事項】
 (上記管理者を共有している場合)
評価機関とIT製品等の作成支援部門との間で、評価に関して営利的又は財務的その他の影響を管理者が及ぼさない公平性及び独立性を実証できること。
	




(2011-02)
(2020-12)


STM-01-A 様式4-2
評価の公平性及び独立性チェックリスト (評価者)

評価に係る評価者、評価者候補等 (以下｢評価者等｣という。) は、公正でなければならない。当該評価者等は、評価の対象がIT製品又はシステム (以下「IT製品等」という。) の場合にはその開発部門等から、STの場合にはその作成部門等から技術的判断に影響し得る不当な営利的、財務的その他の圧力を受けてはならず、かつ、それを実証しなければならない。また、評価者等は、当該評価者等が行う評価作業に関する判断の独立性及び誠実性に対する信用を傷つけるおそれのある活動に従事してはならない。
上記詳細については、JIS Q 17025 第4.1節を参照されたい。

本チェックリストは、このような評価作業の公平性、判断の独立性及び誠実性を確保するために、評価者等が次の事項に関して問題を有していないことを確認することを目的としている。評価者等は、すべての確認事項及び要求事項の確認結果に自ら事実を記載し、評価責任者に提出する。
・ 本確認事項及び要求事項は、IT製品等の開発部門と申請部門が異なる場合にも適用する。この場合において、｢IT製品等の開発部門｣とあるのは、｢IT製品等の開発部門及び申請部門｣と読み替える。

本チェックリストが対象とする評価対象や関連機関は以下のとおり (該当箇所については「ST確認申請書」 (STM-01-A 様式1) の内容を転記すること)。

	評価対象又はPPの名称及びバージョン
	

	
	

	評価機関の名称
	

	
	

	確認申請者の名称
	

	
	

	開発者の名称
	

	
	



本チェックリストが対象とする評価者等は以下のとおり。

	評価者等の氏名
	
	作成日

	
	
	

	評価機関の
責任者名
	記名押印又は署名　
	承認日

	
	
	



(2023-11)

１．評価者等と、IT製品等の開発部門が属する法人との関係

該当する確認結果にチェックを入れる。

	 確認事項及び要求事項
	 確認結果

	 【確認事項】
評価者等が属する法人と、IT製品等の開発部門が属する法人とは同一ではないこと※1。
	 
□ 同一法人でない。




※1 評価者等が属する法人が開発した製品の評価は原則できません。このような場合には、評価の公平性及び独立性を実証できる客観的資料とともに申請に先立って認証機関に相談してください。

２．評価者等と、IT製品等の開発部門との関係及び影響

該当する確認結果にチェックを入れ、該当する確認事項については「事実関係に係る要求事項」の確認結果を詳細に記述する。なお、公平性及び独立性の実証については、JIS Q 17025 により、それらを満たす方針や手順の存在と実施証拠の提供が前提となる。



	 確認事項及び要求事項
	 確認結果

	【確認事項】
評価者等が、評価対象の開発に携わっていないこと※2。
	
 □ 携わっていない。 


	【確認事項】
評価者等が、IT製品等の開発部門が属する法人と、現在及び過去において関係がないこと。
 (例　他業務で契約中、元社員など)
	
 □ 関係がない。
 □ 関係がある。(以下に記載)


	【事実関係に係る要求事項】
 (上記関係がある場合)
人的及び営利的ないかなる側面においても、評価作業の公平性及び独立性を実証できること。
	



※2 評価者等が開発に携わった製品の評価は原則できません。このような場合には、評価の公平性及び独立性を実証できる客観的資料とともに申請に先立って認証機関に相談してください。



３．評価者等と、IT製品等の開発部門への支援作業の関係及び影響
該当する確認結果にチェックを入れ、該当する場合は「事実関係に係る要求事項」の確認結果を詳細に記述する。なお、公平性及び独立性の実証については、JIS Q 17025 により、それらを満たす方針や手順の存在と実施証拠の提供が前提となる。





	確認事項及び要求事項
	 確認結果

	【確認事項】
評価者等は、PP又は評価対象に係るSTや評価用提供物件の作成支援を行っていないこと※3。
	
 □ 行っていない。


	【確認事項】
評価者等は、PP又は評価対象に係るSTや評価用提供物件の作成支援を行っている部門又はその部門が属する法人と、現在及び過去において関係がないこと。
	
 □ 関係がない。
 □ 関係がある。(以下に記載)

	【事実関係に係る要求事項】
 (上記関係がある場合) 
人的及び営利的ないかなる側面においても、評価作業の公平性及び独立性を実証できること。
	



※3 評価者等が評価証拠作成支援に携わった製品の評価は原則できません。このような場合には、評価の公平性及び独立性を実証できる客観的資料とともに申請に先立って認証機関に相談してください。
(2023-11)
(2023-11) 


STM-01-A 様式5
申請書記載事項変更届

　　　　年　　月　　日

独立行政法人情報処理推進機構
　理事長　齊藤　裕　殿
住所
申請者の名称　　　　　　　　　	印
所属、役職
申請責任者　　　　　　　　　	印


　下記１．及び２．の申請について、下記３．のとおり記載事項を変更したく届け出ます。

記

	１．申請書の種別
	ST確認申請書

	２．申請書識別
	

	・評価対象の名称及びバージョン[footnoteRef:11] [11:  評価中の製品開発等によるバージョンの変更等については、記載事項の変更届は不要とします。] 

	

	・申請受付日
	

	・受付番号
	

	３．変更箇所：(別紙添付も可)[footnoteRef:12] [12:  変更箇所・内容により、変更の事実を証明する書類の添付が求められることがあります。] 

　
　
　
　
　
　

	申請担当者名 (所属)：
連絡先：(〒、住所、Tel、E-mail)：






以上
(2023-04) 
STM-01-A 様式6
(2023-04)


申請取下げ届

　　　　年　　月　　日

独立行政法人情報処理推進機構
　理事長　齊藤　裕　殿
住所
申請者の名称			印
所属、役職
申請責任者			印


　下記１．及び２．の申請について、下記３．のとおり申請を取下げたく届け出ます。

記

	１．申請書の種別
	ST確認申請書

	２．申請書識別
	

	・評価対象の名称及びバージョン
	

	・申請受付日
	

	・受付番号
	

	３．取下げの理由：
　
　
　
　
　
　
　
　

	申請担当者名 (所属)：
連絡先： (〒、住所、Tel、E-mail)：




以上

STM-01-A 様式7

確認書等記載事項変更届

　　年　　月　　日
独立行政法人情報処理推進機構
　理事長　齊藤　裕　殿

住所
申請者の名称　　　　　　　　　	印
所属、役職
申請責任者　　　　　　　　　	印


　下記１．について、下記２．のとおり記載事項を変更したく届け出ます。

記

	１．認証書等の種別
(該当するものを選択) 
	□ 確認書
□ ST確認報告書

	・評価対象の名称及びバージョン
	

	・確認番号
	

	２．変更を希望する記載事項：(別紙添付も可)








	申請担当者名 (所属)：
連絡先：(〒、住所、Tel、E-mail)：




以上
(2023-04) 
STM-01-A 様式8
確認書等再交付請求書


　　　　年　　月　　日

独立行政法人情報処理推進機構
　理事長　齊藤　裕　殿

住所
請求者の名称　　　　　　　　	印
所属、役職
申請責任者　　　　　　　　	印


　下記１．について、下記２．の理由により再交付を請求します。

記

	１．認証書等の種別
(該当するものを選択) 
	□ 確認書
□ ST確認報告書

	・評価対象の名称及びバージョン
	

	・確認番号
	

	２．再交付を請求する理由：









	申請担当者名 (所属) ：
担当者連絡先：(〒、住所、Tel、E-mail) ：




以上
(2023-04)

STM-01-A 様式9

(2024-04) 
ST確認中の申請案件掲載依頼書[footnoteRef:13] [13:  本依頼書はpdf形式に変換し所定の暗号化のうえで電子メールの添付による申請が可能です。
（申請担当者様よりご送付ください）] 

　　　　年　　月　　日
独立行政法人情報処理推進機構
セキュリティセンター 技術評価部 部長　殿

住所
申請者の名称
所属、役職
申請担当者

　ST確認中の案件の製品情報のWeb掲載を以下のとおり依頼します。
　公開希望時期：　　　　年　　月　　日 (2週間前までに連絡が必要です。)

	申請された評価対象の名称
及びバージョン
受付番号 (既に受付済みの場合) 
	



	日本語製品情報Web公開について[footnoteRef:14] [14:  掲載情報の一部のみの公開はできません。] 

	□公開する         □公開しない

	1. 評価対象の名称
	

	2. バージョン
	

	3. 評価対象のカテゴリー
	

	4. 申請者名
	

	5. 連絡先
a） 氏名
b） 電話
c） E-mail
	

	6. 保証パッケージ
	

	その他特記事項
	



STM-01-A 様式10-1
[bookmark: _Toc159850288][bookmark: _Toc159850431][bookmark: _Toc160280599][bookmark: _Toc160962009][bookmark: _Toc161220280][bookmark: _Toc161565088][bookmark: _Toc161654121][bookmark: _Toc162879305][bookmark: _Toc163392980][bookmark: _Toc163480810][bookmark: _Toc163899504][bookmark: _Toc164171925][bookmark: _Toc164224366][bookmark: _Toc164326278][bookmark: _Toc164426244][bookmark: _Toc165216667][bookmark: _Toc280259936][bookmark: _Toc280281388][bookmark: _Toc283021542][bookmark: _Toc283149814]秘密保持契約書


 (申請者の名称に置換え)  (以下｢甲｣という。) と、独立行政法人情報処理推進機構 (以下｢乙｣という。) とは、　　　　年　　月　　日付で申請された【申請受付番号　　　　　　　　　】に基づき、乙が行うITセキュリティ評価及び認証制度に関連する認証機関の業務その他これに付随する業務 (以下｢本件確認業務｣という。) のために甲が乙に開示する甲の秘密情報の取扱に関し、次のとおり契約を締結する。

[bookmark: _Toc159850289][bookmark: _Toc159850432][bookmark: _Toc160280600][bookmark: _Toc160962010][bookmark: _Toc161220281][bookmark: _Toc161565089][bookmark: _Toc161654122][bookmark: _Toc162879306][bookmark: _Toc163392981][bookmark: _Toc163480811][bookmark: _Toc163899505][bookmark: _Toc164171926][bookmark: _Toc164224367][bookmark: _Toc164326279][bookmark: _Toc164426245][bookmark: _Toc165216668][bookmark: _Toc280259937][bookmark: _Toc280281389][bookmark: _Toc283021543][bookmark: _Toc283149815] (目的) 
第１条　本契約書は、乙が本件確認業務を行うにあたり、甲が乙に直接又は評価機関を通じて開示する、又は乙が知ることのある甲の秘密情報の取扱を定めることを目的とする。

[bookmark: _Toc159850290][bookmark: _Toc159850433][bookmark: _Toc160280601][bookmark: _Toc160962011][bookmark: _Toc161220282][bookmark: _Toc161565090][bookmark: _Toc161654123][bookmark: _Toc162879307][bookmark: _Toc163392982][bookmark: _Toc163480812][bookmark: _Toc163899506][bookmark: _Toc164171927][bookmark: _Toc164224368][bookmark: _Toc164326280][bookmark: _Toc164426246][bookmark: _Toc165216669][bookmark: _Toc280259938][bookmark: _Toc280281390][bookmark: _Toc283021544][bookmark: _Toc283149816] (秘密保持義務) 
第2条 乙は、次項において定義する甲の秘密情報について、善良なる管理者の注意をもってその秘密を保持するものとし、事前の書面による甲の承諾を得ることなく、複製及び第三者への開示をしてはならない。

２　本契約書において甲の秘密情報とは、本件確認業務に関連して甲が乙に直接又は評価機関を通じて開示する、又は乙が知ることのある甲の技術上又は営業上の情報であって、次に掲げるものをいう。
一　有体物であってその上に秘密である旨が明示された技術資料、図面その他の関係資料等で甲から乙に対して交付されたもの、又は乙が指定する電磁的方法により甲から乙に開示された情報。
二　秘密である旨が告知された上で口頭その他の前号以外の方法によって甲から乙に対して開示された情報であって、当該開示後30日以内に書面により具体的に特定された上で秘密である旨が明示されたもの。

３　本条第1項及び第2項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は本条による秘密保持義務の対象から除外する。
一　甲より開示を受けた時点において既に公知となっているもの。
二　甲より開示を受けた後に乙の故意又は過失によらず公知となったもの。
三　甲より開示を受ける前に乙が自ら知得し、又は正当な権限を有する第三者より秘密保持義務を負うことなく正当な手段により入手していたもの。
四　甲から書面により開示を承諾されたもの。

４　本条第1項の規定は、次に掲げる場合には適用されない。但し、乙は、甲に対し開示した旨を通知するものとする。
一　法令の規定に基づき開示の義務が生じた場合であって、法令で定める範囲で法令で定める者に対して開示を行う場合。
二　官公署からの要請等、乙による開示に正当な理由があるものと乙が合理的に判断した場合であって甲から事前に開示を承諾された場合。

５　乙は、甲の秘密情報を複製、改変又は編集したものについても、甲の秘密情報として扱うものとする。

[bookmark: _Toc159850291][bookmark: _Toc159850434][bookmark: _Toc160280602][bookmark: _Toc160962012][bookmark: _Toc161220283][bookmark: _Toc161565091][bookmark: _Toc161654124][bookmark: _Toc162879308][bookmark: _Toc163392983][bookmark: _Toc163480813][bookmark: _Toc163899507][bookmark: _Toc164171928][bookmark: _Toc164224369][bookmark: _Toc164326281][bookmark: _Toc164426247][bookmark: _Toc165216670][bookmark: _Toc280259939][bookmark: _Toc280281391][bookmark: _Toc283021545][bookmark: _Toc283149817] (秘密情報の使用目的) 
[bookmark: _Toc159850292][bookmark: _Toc159850435][bookmark: _Toc160280603][bookmark: _Toc160962013][bookmark: _Toc161220284][bookmark: _Toc161565092][bookmark: _Toc161654125][bookmark: _Toc162879309][bookmark: _Toc163392984][bookmark: _Toc163480814][bookmark: _Toc163899508][bookmark: _Toc164171929][bookmark: _Toc164224370][bookmark: _Toc164326282][bookmark: _Toc164426248][bookmark: _Toc165216671][bookmark: _Toc280259940][bookmark: _Toc280281392][bookmark: _Toc283021546][bookmark: _Toc283149818]第３条　乙は、事前の書面による甲の承諾を得ることなく、甲の秘密情報を、本件確認業務以外の目的に使用してはならないものとする。

[bookmark: _Toc159850293][bookmark: _Toc159850436][bookmark: _Toc160280604][bookmark: _Toc160962014][bookmark: _Toc161220285][bookmark: _Toc161565093][bookmark: _Toc161654126][bookmark: _Toc162879310][bookmark: _Toc163392985][bookmark: _Toc163480815][bookmark: _Toc163899509][bookmark: _Toc164171930][bookmark: _Toc164224371][bookmark: _Toc164326283][bookmark: _Toc164426249][bookmark: _Toc165216672][bookmark: _Toc280259941][bookmark: _Toc280281393][bookmark: _Toc283021547][bookmark: _Toc283149819] (損害賠償) 
[bookmark: _Toc159850294][bookmark: _Toc159850437][bookmark: _Toc160280605][bookmark: _Toc160962015][bookmark: _Toc161220286][bookmark: _Toc161565094][bookmark: _Toc161654127][bookmark: _Toc162879311][bookmark: _Toc163392986][bookmark: _Toc163480816][bookmark: _Toc163899510][bookmark: _Toc164171931][bookmark: _Toc164224372][bookmark: _Toc164326284][bookmark: _Toc164426250][bookmark: _Toc165216673][bookmark: _Toc280259942][bookmark: _Toc280281394][bookmark: _Toc283021548][bookmark: _Toc283149820]第４条　乙が本契約に定める事項に違反したことにより、乙が通常予見しうる損害を甲が被った場合、乙は甲に生じた損害を賠償する責を負うものとする。但し、前段の場合であっても特別損害及び逸失利益については、乙は何ら責任を負わないものとする。

[bookmark: _Toc8492473][bookmark: _Toc22461062][bookmark: _Toc58995303] (本契約書の作成にかかる費用) 
[bookmark: _Toc22461063]第５条　本契約書の作成に関連して発生する費用は各当事者において負担する。

 (契約の変更) 
第6条 [bookmark: _Toc8492474][bookmark: _Toc22461064]本契約のいかなる変更も、甲及び乙の権限ある代表者又は代理人が記名押印又は署名した書面によらない限り、効力を有しない。

 (完全合意) 
第7条 [bookmark: _Toc8492475][bookmark: _Toc22461065]本契約は、その作成日現在における対象事項についての甲乙間の合意内容のすべてを規定したものであり、本契約作成日以前に甲乙間でなされた協議内容、合意事項又は一方当事者から相手方に提供された資料、申入れその他の通信と本契約の内容とが相違する場合は、本契約が優先するものとする。

 (権利義務等の譲渡禁止)
第８条　甲及び乙は、事前の書面による他当事者の承諾を得ることなくして、本契約書に基づく権利若しくは義務又は本契約書上の地位を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

[bookmark: _Toc159850295][bookmark: _Toc159850438][bookmark: _Toc160280606][bookmark: _Toc160962016][bookmark: _Toc161220287][bookmark: _Toc161565095][bookmark: _Toc161654128][bookmark: _Toc162879312][bookmark: _Toc163392987][bookmark: _Toc163480817][bookmark: _Toc163899511][bookmark: _Toc164171932][bookmark: _Toc164224373][bookmark: _Toc164326285][bookmark: _Toc164426251][bookmark: _Toc165216674][bookmark: _Toc280259943][bookmark: _Toc280281395][bookmark: _Toc283021549][bookmark: _Toc283149821] (有効期間) 
第９条　本契約は、別途甲乙間で特段の取り決めをしない限り、甲の秘密情報を初めて乙に開示した日より発効し、本件確認業務が終了した時から５年間が経過した時点で終了する。

 (準拠法) 
第10条　本契約並びに本契約に基づき又はこれに関連して生じる各本契約当事者の一切の権利及び義務は、日本国の法律に準拠し、それに従い解釈される。

 (管轄裁判所) 
第11条　本契約に関連する訴訟については、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。


[bookmark: _Toc159850296][bookmark: _Toc159850439][bookmark: _Toc160280607][bookmark: _Toc160962017][bookmark: _Toc161220288][bookmark: _Toc161565096][bookmark: _Toc161654129][bookmark: _Toc162879313][bookmark: _Toc163392988][bookmark: _Toc163480818][bookmark: _Toc163899512][bookmark: _Toc164171933][bookmark: _Toc164224374][bookmark: _Toc164326286][bookmark: _Toc164426252][bookmark: _Toc165216675][bookmark: _Toc280259944][bookmark: _Toc280281396][bookmark: _Toc283021550][bookmark: _Toc283149822]【書面での契約の場合】
以上、本契約の成立を証するため本書二通を作成し、甲乙記名押印又は署名のうえ各一通を保有する。
【電子契約の場合】
甲及び乙は、本契約の成立を証するため、本電子契約ファイルを作成し、それぞれ電子署名を行う。なお、本契約においては、電子データである本電子契約ファイルを原本とし、同ファイルを印刷した文書はその写しとする。

　　年　　月　　日

[bookmark: _Toc159850297][bookmark: _Toc159850440]甲	住所
	申請者の名称	印
	所属、役職
	申請責任者	印

乙	東京都文京区本駒込二丁目28番8号
	独立行政法人情報処理推進機構	印
	理事長　齊藤　裕	印

STM-01-A 様式10-2
[bookmark: _Toc267648482][bookmark: _Toc277689039][bookmark: _Toc277689718][bookmark: _Toc279747095][bookmark: _Toc283021551][bookmark: _Toc283149823]秘密保持契約書


 (開示者の名称に置換え)  (以下｢甲｣という。) と、独立行政法人情報処理推進機構 (以下｢乙｣という。) とは、　　　　年　　月　　日付で申請された【申請受付番号　　　　　　　　　】に基づき、乙が行うITセキュリティ評価及び認証制度に関連する認証機関の業務その他これに付随する業務 (以下｢本件確認業務｣という。) のために甲が乙に開示する甲の秘密情報の取扱に関し、次のとおり契約を締結する。

[bookmark: _Toc277689040][bookmark: _Toc277689719][bookmark: _Toc279747096][bookmark: _Toc283021552][bookmark: _Toc283149824][bookmark: _Toc267648483] (目的) 
第１条　本契約書は、乙が本件確認業務を行うにあたり、甲が乙に直接又は評価機関を通じて開示する、又は乙が知ることのある甲の秘密情報の取扱を定めることを目的とする。

 (秘密保持義務) 
第２条　乙は、次項において定義する甲の秘密情報について、善良なる管理者の注意をもってその秘密を保持するものとし、事前の書面による甲の承諾を得ることなく、複製及び第三者への開示をしてはならない。

２　本契約書において甲の秘密情報とは、本件確認業務に関連して甲が乙に直接又は評価機関を通じて開示する、又は乙が知ることのある甲の技術上又は営業上の情報であって、次に掲げるものをいう。
一　有体物であってその上に秘密である旨が明示された技術資料、図面その他の関係資料等で甲から乙に対して交付されたもの、又は乙が指定する電磁的方法により甲から乙に開示された情報。
二　秘密である旨が告知された上で口頭その他の前号以外の方法によって甲から乙に対して開示された情報であって、当該開示後30日以内に書面により具体的に特定された上で秘密である旨が明示されたもの。

３　本条第1項及び第2項にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は本条による秘密保持義務の対象から除外する。
一　甲より開示を受けた時点において既に公知となっているもの。
二　甲より開示を受けた後に乙の故意又は過失によらず公知となったもの。
三　甲より開示を受ける前に乙が自ら知得し、又は正当な権限を有する第三者より秘密保持義務を負うことなく正当な手段により入手していたもの。
四　甲から書面により開示を承諾されたもの。

４　本条第1項の規定は、次に掲げる場合には適用されない。但し、乙は、甲に対し開示した旨を通知するものとする。
一　法令の規定に基づき開示の義務が生じた場合であって、法令で定める範囲で法令で定める者に対して開示を行う場合。
二　官公署からの要請等、乙による開示に正当な理由があるものと乙が合理的に判断した場合であって甲から事前に開示を承諾された場合。

５　乙は、甲の秘密情報を複製、改変又は編集したものについても、甲の秘密情報として扱うものとする。

[bookmark: _Toc277689042][bookmark: _Toc277689721][bookmark: _Toc279747098][bookmark: _Toc283021554][bookmark: _Toc283149826][bookmark: _Toc267648485] (秘密情報の使用目的) 
[bookmark: _Toc267648486][bookmark: _Toc277689043][bookmark: _Toc277689722][bookmark: _Toc279747099][bookmark: _Toc283021555][bookmark: _Toc283149827]第３条　乙は、事前の書面による甲の承諾を得ることなく、甲の秘密情報を、本件確認業務以外の目的に使用してはならないものとする。

[bookmark: _Toc277689044][bookmark: _Toc267648487][bookmark: _Toc277689723][bookmark: _Toc279747100][bookmark: _Toc283021556][bookmark: _Toc283149828] (損害賠償) 
[bookmark: _Toc267648488][bookmark: _Toc277689045][bookmark: _Toc277689724][bookmark: _Toc279747101][bookmark: _Toc283021557][bookmark: _Toc283149829]第４条　乙が本契約に定める事項に違反したことにより、乙が通常予見しうる損害を甲が被った場合、乙は甲に生じた損害を賠償する責を負うものとする。但し、前段の場合であっても特別損害及び逸失利益については、乙は何ら責任を負わないものとする。

 (本契約書の作成にかかる費用) 
第５条　本契約書の作成に関連して発生する費用は各当事者において負担する。

 (契約の変更) 
第６条　本契約のいかなる変更も、甲及び乙の権限ある代表者又は代理人が記名押印又は署名した書面によらない限り、効力を有しない。

 (完全合意) 
第７条　本契約は、その作成日現在における対象事項についての甲乙間の合意内容のすべてを規定したものであり、本契約作成日以前に甲乙間でなされた協議内容、合意事項又は一方当事者から相手方に提供された資料、申入れその他の通信と本契約の内容とが相違する場合は、本契約が優先するものとする。

 (権利義務等の譲渡禁止) 
第８条　甲及び乙は、事前の書面による他当事者の承諾を得ることなくして、本契約書に基づく権利若しくは義務又は本契約書上の地位を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

[bookmark: _Toc277689046][bookmark: _Toc277689725][bookmark: _Toc279747102][bookmark: _Toc283021558][bookmark: _Toc283149830][bookmark: _Toc267648489] (有効期間) 
第９条　本契約は、別途甲乙間で特段の取り決めをしない限り、甲の秘密情報を初めて乙に開示した日より発効し、本件確認業務が終了した時から５年間が経過した時点で終了する。

 (準拠法)  
第10条　本契約並びに本契約に基づき又はこれに関連して生じる各本契約当事者の一切の権利及び義務は、日本国の法律に準拠し、それに従い解釈される。

 (管轄裁判所) 
第11条　本契約に関連する訴訟については、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。


[bookmark: _Toc267648490][bookmark: _Toc277689047][bookmark: _Toc277689726][bookmark: _Toc279747103][bookmark: _Toc283021559][bookmark: _Toc283149831]【書面での契約の場合】
以上、本契約の成立を証するため本書二通を作成し、甲乙記名押印又は署名のうえ各一通を保有する。
【電子契約の場合】
甲及び乙は、本契約の成立を証するため、本電子契約ファイルを作成し、それぞれ電子署名を行う。なお、本契約においては、電子データである本電子契約ファイルを原本とし、同ファイルを印刷した文書はその写しとする。

　　年　　月　　日

甲	住所
	開示者の名称	印
	所属、役職
	開示責任者	印

乙	東京都文京区本駒込二丁目28番8号
	独立行政法人情報処理推進機構	印
	理事長　齊藤　裕	印
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(2023-11) 
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Web掲載事項変更届[footnoteRef:15] [15:  本届はpdf形式に変換し所定の暗号化のうえで電子メールの添付による申請が可能です。
（申請担当者様よりご送付ください）] 

　　　　年　　月　　日

独立行政法人情報処理推進機構
セキュリティセンター 技術評価部 部長　殿

住所
申請者の名称
所属、役職
申請担当者

　JISECのWebサイト（ST確認リスト等の連絡先等）の記載事項の変更を下記のとおり依頼します。
記

	STの名称
	

	確認番号
	

	変更内容

	連絡先
	変更前
	変更後

	氏名

	
	

	所属



	


	

	電話

	
	

	E-mail

	
	

	その他[footnoteRef:16] [16: 2 変更内容によっては、申請責任者による申請が必要となるものもあります。] 




	
	

	変更希望日：　　　　　　年　　月　　日（2週間前までに連絡が必要です。）

	申請担当者連絡先 (Tel、E-mail) 




[bookmark: _Toc279747104][bookmark: _Toc283150243]
以上
(2024-04)
(2011-04)

